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本講の目的は、経済の国際化が先進各国政府の国内経済政策にどのような変化をもたらし、それがど
のような対外経済政策を各国に指向させ、更にその結果、どのような二国間、地域的、および多角的
政策レジームが形成されてきたかを考察する。特に、80年代後半以降に見られた、地域経済協定の
急速な増加と多角的国際規制レジームの展開とを説明する要因として、ここでは経済国際化に対する
先進諸国の国内対応、とりわけ覇権国アメリカの対応と、先進国間の相互交渉での二国協定、地域協
定、多角的協定の制度選択に着目する。
　本講はゼミ形式で行われるが、ある程度、当方で議論を誘導するようなろうが、教材に関する積極
的で自由な討論への参加を奨励することには変わりがない。また、単位認定はテークホーム試験かレ
ポートのいずれかにしたい。これについては、初回参加者と相談してきめる。また、特にオフィスア
ワーを設けないが、相談のある人はメールでアポイントメントをとること。
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（参考）『先進国政治経済』目次（案）

序論　問題関心と分析視角
1 問題関心と分析視角
2 本書の特徴と構成

I　経済国際化と戦後政治経済体制の変容

1.　先進諸国の戦後国際政治経済体制
1.1 戦後先進諸国政治経済の特色-- Embedded Liberalism
1.2 戦後先進諸国政治経済の国際政治的前提--冷戦とアメリカ覇権　

2.　先進諸国の戦後国内政治経済体制
2.1 ネオ・コーポラティズム=「小国」の経済社会政策レジーム
2.2 G7=「大国」の経済社会政策レジーム
2.3 先進諸国の経済社会政策レジームと競争政党制の対立軸

補論 1: 日本の戦後政治経済体制の特質

3.　経済国際化とその分析枠組
3.1 経済国際化の趨勢
3.2 貿易・投資拡大と政策要求
3.3 国際資本移動と経済運営の制約
3.4 企業多国籍化とコーポレート・ガヴァナンス
3.4.1 企業多国籍化と資本調達--金融・産業関係
3.4.2 企業多国籍化と労使関係

4. 地域経済協定のシステム・レベル諸枠組 　
4.1.1 リアリストの地域協力論
4.1.2　リベラリストの地域協力論
4.1.3 コンストラクティビストの地域協力論

5. 地域経済協定と国際・国内レベルの連繋枠 組
5.2.1 経済国際化と国内利害対立
5.2.2 二層ゲームとリベラル・インターガヴァメンタリスト
5.2.3 地域協力と多角的政策レジーム

II　新自由主義の国際・国内政治経済と北米自由貿易圏

6.　金融の国際化と新自由主義的政策改革
6.1 新自由主義的政策改革の国内要因
6.1.1 新自由主義的経済運営と経済社会政策改革　
6.1.2　新自由主義的経済運営とコーポレート・ガヴァナンスの変化
6.2 新自由主義的政策改革と政党間競争

7.　新自由主義の貿易・投資政策とアメリカの特殊性
7.1 アメリカの対外経済政策変容の国内要因
7.1.1 アメリカの貿易・投資政策変容の国内要因
7.1.2 アメリカの為替．国際金融政策の国内要因
7.2 イギリスの対外経済政策変容の国内要因

8. アメリカの貿易・投資政策と地域貿易圏の形成--NAFTA
8.1 貿易圏推進の国内的要因
7.1.1 カナダの新自由主義的改革と対米経済関係
7.1.2 メキシコの新自由主義的改革と対米経済関係
8.2　 貿易圏形成の国際政治
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III　大陸西ヨーロッパの国際・国内政治経済と市場・通貨統合

9. 通貨統合推進の国内要因--フランス・イタリア
9.1.1 通貨統合推進の経済運営と経済社会政策改革　
9.1.2　通貨統合推進の経済運営とコーポレート・ガヴァナンスの変化
9.2 通貨統合推進の政策改革と政党間競争

10. 通貨統合基軸通貨国の国内要因--ドイツ
10.1.1 基軸通貨国の経済運営と経済社会政策改革　
10.1.2　基軸通貨国の経済運営とコーポレート・ガヴァナンスの変化
10.2 基軸通貨国の政策改革と政党間競争

11. 市場・通貨統合の国際政治--大国間の非対称的交渉
11.1 ヨーロッパ統一市場の国際政治
11.2 ヨーロッパ統一通貨の国際政治

12. 市場・通貨統合とヨーロッパ小国の対応
12.1.1 ヨーロッパ小国の経済運営と経済社会政策改革　
12.1.2 ヨーロッパ小国の経済運営とコーポレート・ガヴァナンスの変化
12.2 ヨーロッパ小国の政策改革と政党間競争

IV　対米経済関係、国内変容とアジア・大平洋国際経済協力

13. 日米経済関係と日本の国内要因
13.1 日米経済関係の二国間主義
13.2 日米経済関係と日本の国内対応
13.2.1 日本の経済運営と経済社会政策改革　
13.2.2 日本の経済運営とコーポレート・ガヴァナンスの変化
13.3 日本の政策改革と政党制の変容

補論２: 日本の８０年代の政策対応の比較分析

補論3: 日本の戦後政党制変容の比較分析

14. 日本のアジア経済政策の国内要因
14.1 日本企業の多国籍化とコーポレート・ガヴァナンス
14.1.2 円高・バブル期
14.1.2 平成不況期
14.2 日本企業の多国籍化と日本のアジア経済政策

15. APEC国際要因--APECとアジア金融危機
15.1 APEC提案国オーストラリアの国内要因とアメリカの二国主義
15.2 APEC推進諸国の分極化とアメリカの二国主義
15..3 APEC受益（ASEAN）諸国の開発政策の変容
15.3.1 ASEAN諸国の開発政策とAPEC
15.3.2 ASEAN諸国の開発政策とアジア金融危機

V　経済の国際化と多角的政策レジーム

16. 金融の国際化と多角的規制
16.1 金融国際化と資本の自由化・証券市場改革の波及
16.2  金融国際化と多角的規制レジーム
16.2.1 多国籍銀行の活動と形態に関する多角的規制レジーム
16.2.2 証券市場に関する多角的規制レジーム

17.　貿易の自由化と多角的規制・紛争処理
17.1 GATT  からWTO への転換過程
17.2 WTO の国際的・国内的影響　
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結語　経済国際化への多様な対応と地域・多角的政策レジームの変容


